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1（1）海溝型地震 

            

         「海溝型地震」計画推進部会長 小原一成（東京大学地震研究所） 

                    副部会長 西村卓也（京都大学防災研究所）                     

                           

海溝型地震の発生機構を科学的に解明することは，海溝型地震の発生予測ならびに地

震に伴う地震動，津波などによる災害に備えるための基本として重要である。海溝型地

震計画推進部会では，主としてプレート境界で発生する海溝型地震を対象に，地震現象

に関する過去データの収集と整理，地震現象の解明，地震発生場の解明，地震現象のモ

デル化，モニタリングによる地震活動予測，先行現象に基づく地震活動予測，及び観測・

解析技術の開発を進めてきた。加えて，海洋プレート内部で発生するスラブ内地震につ

いても発生機構の解明に関する研究を行っている。以下では，これらの項目において，

本計画の３年目である平成28(2016)年度の成果の概略を述べる。  

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（2）低頻度大規模地震・火山現象の解明  

ア．史料，考古データ，地質データ及び近代的観測データ等に基づく低頻度大規模地震・

火山現象の解明 

 日本海溝・千島海溝，相模トラフ，南海トラフ，南西諸島海溝，日本海東縁で発生し

た巨大地震の履歴と発生様式を明らかにするため，津波堆積物，地形地質調査等に基づ

いたデータ収集と整理が行われた（北海道大学［課題番号：1002］，名古屋大学［課題

番号：1703］，公募研究［課題番号：2938］，公募研究［課題番号：2939］，産業技術

総合研究所［課題番号：5004］，北海道立総合研究機構地質研究所［課題番号：9101］）。 

 日本海溝沿いでは，1611 年慶長三陸津波地震の震源モデルを信頼できる歴史史料の全

てに基づき推定した結果，三陸沖の長さ 250 km の断層が動いたとすると説明できるこ

とが分かった。よって，2011 年東北地方太平洋沖地震（以下，東北沖地震）で大きく滑

った場所は，慶長三陸地震でも滑っていた可能性がある（北海道大学［課題番号：1002］）。 

 北海道南西部における津波堆積物から 13 世紀頃に発生したと考えられる津波は，地

質学的証拠（奥尻島における陸上の大規模山体崩壊の発生年代）から地震性と推定され

る（Kawakami et al., in press）。その波源モデルとして北海道防災会議地震専門委

員会（2016）による断層モデル(剛性率を 30 GPa と仮定すると Mw7.8)を選定し，津波シ

ミュレーションを行ったところ（図１），計算された遡上域は津波堆積物の分布を概ね

整合的であった（北海道立総合研究機構地質研究所［課題番号：9101］）。 

 過去の地震履歴を知るための新しい手法開発も試みられている。公募研究［課題番

号：2939］では，2004 年スマトラ地震を経験したインドネシアのサンゴ骨格試料を用い

て，地震隆起によるサンゴが受ける日射量の変化が骨格中の炭素同位体比組成に記録さ

れていることを発見した（伊藤・他, 2016）。喜界島及び奄美大島の化石および現生サ

ンゴを同様な手法で解析することによって，地震による地殻変動と津波の履歴調査が試
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みられており，現生サンゴ骨格試料から，1911 年および 1995 年の喜界島沖地震発生時

にサンゴの骨格成長が減衰していることが明らかになった（公募研究［課題番号：2939］）。 

 

イ．プレート境界巨大地震  

（東北沖）  

 東北沖地震の震源域やその周辺では，主に海底での地震・地殻変動観測から東北沖地

震以降の様々な地震活動・地殻変動・地下構造の変化が捉えられている。 

 2012 年から 2016 年 5 月までに実施した 6 回の GNSS-音響測距結合方式海底地殻変動

観測により，日本海溝近傍における東北沖地震後の地殻変動（図 2）が明らかになった

（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）．観測された地殻変動の変位速度ベクトル

は，海溝沿いに南北で大きく異なっており，東北沖地震で大きな地震時滑りがあった中

部では粘弾性緩和による顕著な西向き変位が観測されたが，南部の広い範囲では逆に東

向き変位が観測され，プレート境界浅部で余効滑りが進行していることを示唆する。こ

れに比べ，北部では地震後の変位速度は非常に小さい。 

 海底の GNSS-音響測距結合方式，水圧計，陸上の GNSS 観測網によって得られた東北沖

地震後８か月間の余効変動データから，プレート境界上での東北沖地震後の余効滑り分

布を高分解能で推定した（海洋研究開発機構［課題番号：4002］，Iinuma et al., 2016）。

得られた分布は東北沖地震時の滑り領域とはほぼ重ならないことが示された。  

 北緯 39 度付近の日本海溝陸側斜面では，同一測線での構造探査実験が東北沖地震発

生前の 1996 年と 2001 年，東北沖地震後の 2013 年と 2014 年に実施されており，プレー

ト境界の特性変化を抽出する目的で実験取得データの解析を行なった（東京大学地震研

究所［課題番号：1503］）．東北沖地震前後において，ほぼ同じ記録断面を得ることが

できており，速度構造に大きな変化がないことが推定される．一方，プレート境界から

の反射強度については，暫定的ではあるが，東北沖地震発生前に強度が強かった場所で

は発生後に強度が低下し，地震前に弱かった場所では発生後に強度が上がる傾向がある

ように見える。 

 統合国際深海掘削計画第 343 次研究航海（JFAST）によって採取された日本海溝付近

のプレート境界断層試料の高温高圧摩擦実験により，断層の摩擦特性が温度や変位速度

によってどのように変化するのか調べた（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。

有効圧 50 MPa，間隙水圧 50 MPa，温度 20～200 ℃，変位速度 0.3～100μm/s の条件で，

摩擦滑りの安定性の指標である (a-b) 値の温度・変位速度依存性を調べると，(a-b) 値

は 50～100 ℃でのみ 0 に近い負の値を取り，150 ℃以上では正となることがわかった。

スロー地震は (a-b) 値が負でかつ小さな値をとるような条件で発生しやすいと考えら

れており，東北沖では 50～100 ℃の温度でスロー地震が発生しやすい条件となることが

明らかとなった。東北沖地震前に観測されたスロー地震の発生域の温度は，この範囲内

と考えられており，摩擦実験結果はスロー地震の観測結果と調和的である。 

 

（南海トラフ）  
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 南海トラフ巨大地震想定震源域及びその周辺でも，海底での地殻変動観測から沈み込

むプレートの運動が初めて実測され，プレート間の固着状態が推定された。 

 GNSS-音響測距結合方式海底地殻変動観測により，熊野灘および南海トラフ軸近傍の

地殻変動（図 3）が明らかになった（名古屋大学［課題番号：1703］）。トラフ軸のフ

ィリピン海プレート上の観測点（TOA）の動きは，モデルから推定したフィリピン海プ

レートの運動と整合的であり，フィリピン海プレートの運動を実測することに成功した。

また，トラフ軸の陸側の２観測点（TCA，TCB）では変動方向が異なっており，TCA 直下

のプレート間の固着率は少なくとも 40%程度であることが分かった。また TCB は，誤差

も考慮するとフィリピン海プレートの動きに近く，TCB 直下の固着率が高いことを示唆

している。平成 27 年 6 月までの海上保安庁による海底地殻変動観測データと陸域の国

土地理院の電子基準点データから，Yabuki and Matsu'ura (1992)の手法を用いた測地

学的インバージョンを行い，プレート境界面上の滑り欠損速度の分布(図 4)を推定した

（海上保安庁［課題番号：8001］，Yokota et al., 2016）。東北沖地震の観測結果へ

の影響は先行研究のモデルを用いて取り除いた。内閣府(2012)による南海トラフ巨大地

震の想定震源域全体で，ある程度の滑り欠損速度が推定され，滑り欠損速度の大きな領

域は，1940 年代の東南海・南海地震の震源域よりも外側まで広がっている。また，滑り

欠損速度が比較的小さい領域は，超低周波地震の分布と整合的であった。この領域の周

辺では海山が沈み込んでおり，これらの現象とプレート境界の固着が弱い状態は何らか

の相関を持つことが初めて示された。 

 熊野沖南海トラフにおいて浅部プレート境界断層（デコルマ）の発達過程に影響する

沈み込む堆積物の役割を解明するため，MCS データと深海掘削データとの統合解析を行

い，沈み込む堆積層の 3 次元間隙率と間隙水圧を推定した（東京大学大気海洋研究所［課

題番号：2801］）。四国海盆の IODP 掘削サイトを参照点として設定し，南海トラフ軸

近傍の２か所において，中部四国海盆堆積層を対象に過剰間隙水圧比を求めたところ，

２か所とも上部よりも下部において過剰間隙水圧比が増加し，堆積層の透水率が低いこ

とが示された。中部四国海盆堆積層において過剰間隙水圧が最大で有効応力が最少とな

り，断層挙動に必要な剪断応力が最少となると考えられることから，将来の浅部プレー

ト境界断層（デコルマ）は中部四国海盆堆積層で発達することが推定された。 

 

（3） 地震・火山噴火の発生場の解明  

ア． プレート境界地震  

（プレート境界滑り現象を規定する構造的特徴）  

 紀伊半島では，2004 年 3 月から 2013 年 3 月まで延べ 6 測線においてリニアアレイ観

測が行われ，これらのデータを全て用いてトモグラフィの再解析を行った（京都大学防

災研究所［課題番号：1904］）。得られた 3 次元地震波速度構造では，スラブ上面の深

さ 30～40 km あたりの深部低周波微動が発生する海洋地殻の周辺で，P 波速度（Vp）と

S 波速度（Vs）はともに 5 %以上の低速度異常を示し，Vp/Vs 比は 1.8 を超える値を取る。

これは，海洋地殻内の含水鉱物の脱水分解が進み，流体が放出されたためと考えられる。

また和歌山県北部において，上部地殻に微小地震が多発する領域下の下部地殻に Vp が
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10 %にも及ぶ非常に強い低速度異常域がやや東西に広がる形で存在する。この領域では

Vs も低速度異常を示すが，その程度は Vp よりも小さく，その結果，Vp/Vs 比は 1.6 を

下回る。この低速度異常域から流体が浅部の脆性領域に上昇し，岩石中の間隙水圧を上

げ，摩擦力を下げるため，この地域で微小地震が多発すると考えられる。そしてこの低

速度異常域は，Vp/Vs 比が非常に小さいことから，シリカの沈殿物ではないかと考えら

れる。 

 また，2015 年度に紀伊半島北東部の深部低周波微動が活発な領域を通る甲賀‐南伊勢

測線（図 5）で取得した稠密自然地震観測データを使用し，プレート間の滑り現象を規

定する構造不均質を明らかにする目的で，地震波速度構造解析，地震波減衰構造解析が

行われた（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。甲賀‐南伊勢測線で得られたデ

ータに加えて，過去に紀伊半島で実施された稠密自然地震観測(Kurashimo et al., 2014; 

Kato et al., 2014)と定常観測点で得られている波形データを加えて推定された 3 次元

地震波減衰構造から，甲賀‐南伊勢測線下の減衰構造を図 5 に示す。深さ 15 km 付近ま

で Qp が 200～600 程度を示しやや減衰が強い傾向がみられる。その下の深さ 15～25 km

では Qp が 800 程度となり地震波は減衰しない。そして，深部低周波微動が群発してい

る領域では，Qp が 400 程度になり減衰する傾向が確認できる。これら得られた地震波

速度構造，減衰構造から，プレート間の滑り現象を規定する地下構造の異常が，低周波

微動の発生域やその近傍に存在することが明らかになった。また，それらの地震学的特

徴から，低周波微動の発生域には流体の存在が示唆され，沈み込むプレートの脱水作用

によって生成された流体が低周波微動の発生に寄与していると考えられる。  

 

イ．海洋プレート内部の地震  

 2012 年 12 月 7 日にアウターライズ域で発生したスラブ内ダブレット地震 (逆断層型

地震，深さ 59 km；正断層型地震，深さ 20 km) の震源断層モデルを震源近傍の海底に

設置された圧力計で捉えた津波波形の解析から推定した（図 6）（東北大学［課題番号：

1201］；久保田(2016)）。その結果，スラブ浅部で発生した正断層型地震の断層下端は  

35～40 km，深部で発生した逆断層型地震の断層上端は 45～50 km となった。それぞれ

の深さは，2011 年東北沖地震前における正断層型地震活動域の下端と，逆断層型地震活

動域の上端よりも深く，太平洋プレート内の応力場が東北沖地震により変化したことが

示唆される。しかし，東北沖地震による静的応力変化の大きさは，地震発生層の深さ変

化を定量的に説明するには不十分であり，破壊強度の低下による地震活動の活発化が起

こっている可能性がある。 

 太平洋スラブ内の上面および下面地震帯の間（面間）の地震活動が活発である北海道

東部下で発生した面間地震 55 個についてメカニズム解の決定を行った結果，面間地震

のメカニズム解は多様であり特徴的な分布を示さないことが明らかになった（東北大学

［課題番号：1201］）。こうした面間地震のメカニズム解の多様性は，面間地震発生深

さにおける起震応力場が小さいことを示唆する。 

 

（4）地震現象のモデル化  
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イ．断層滑りと破壊の物理モデルの構築  

 防災科学技術研究所が所有する大型振動台を利用した岩石摩擦実験の観測データを

数値シミュレーションで再現することにより，岩石の摩擦パラメータを推定し，摩擦パ

ラメータが累積変位と載荷速度に依存することを明らかにした（防災科学技術研究所

［課題番号：3001］, Urata et al., 2016）。 

 摩擦パラメータの実験条件（温度・圧力・変位速度など）依存性を考慮した摩擦構成

則を定式化し，日本海溝付近の JFAST 試料の摩擦実験から得られた摩擦の性質及び実測

された水理的性質と摩擦発熱による間隙水圧上昇を考慮した動的地震サイクルシミュ

レーションを行った（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。平時の有効垂直応力

分布に関するパラメータスタディから，スーパーサイクル挙動，海溝まで達する巨大地

震の頻度，深部のみの大地震の頻度，巨大地震時のすべり量と発熱量，長期的摩擦発熱

量の全てにおいて観測結果とよく一致するケースを実現する事に成功した。またこのモ

デルでは，最浅部のみが cm/s 程度の速度ですべる津波地震に相当するイベントが確認

できた。 

 スロースリップや大地震の発生において根本的に重要な役割を果すと考えられてい

る脆性-塑性遷移領域(BDT)における断層の剪断強度への間隙流体圧の力学的影響につ

いて，アナログ物質として岩塩ガウジを用いた実験を温度・封圧・間隙流体圧をそれぞ

れ独立に変えて行った(東京大学地震研究所［課題番号：1507］, Noda and Takahashi, 

2016a)。BDT では塑性領域に近づくにつれ剪断強度の法線応力依存性が消滅するが，有

効法線応力に対する間隙圧の負の効果は断層の真実接触面積の増加によって徐々に消

滅するはずであるという従来の説(Scholz, 1990; Hirth and Beeler, 2015)は全くデー

タにあわず，真実接触面積の割合が高い場合でも，封圧から間隙圧をそのまま減じたも

のを有効法線応力として採用すべきであることとその理論的な解釈を提案した。また，

実験データにより BDT の強度プロファイルを構築すると，従来の説が予測する顕著なピ

ーク強度は見られない。このなだらかな強度プロファイルを説明するには，上記の有効

応力についての修正に加えて，真実接触面積と有効応力の関係の非線形性や真実接触の

周辺のバルク部分の流動が無視できない(加藤,東大修論, 2009)ことが必要なことを指

摘した。 

 東北沖地震の震源域で，前震による余効滑りと本震による高速滑りが重なっている領

域があることから，プレート境界における摩擦強度の滑り速度依存性の実証的な評価を

行った（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。インバージョン解析により求まっ

た滑りの履歴から応力変化を計算し，滑り速度と応力変化の関係に着目すると，顕著な

動的弱化現象を確認することができた。この結果は，従来の高速摩擦実験の結果（例え

ば，Di Toro et al., 2011）と調和的である。 

 SSE や繰り返し地震には卓越した活動周期が存在することが報告されており，地球・

海洋潮汐などの周期的外力及び単独の繰り返し間隔を持つアスペリティの相互作用よ

り生じる同期現象である可能性がある。そこで，標準線形固体（三要素固体）を組み込

んだバネ・ダッシュポット・スライダーからなる固着滑り振動子への周期的外力の応答

を数値シミュレーションにより調べた（京都大学理学研究科［課題番号：1801］）。標
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準線形個体を構成するマックスウェル粘弾性要素の緩和時間（TM）の固着すべり振動子

の繰り返し間隔(Tr)への影響を調べるために，TM が無限大の場合には Tr が 111.95 年

となるような場合において，TM を減少させると Tr も減少していくが，必ずしも単調に

減少するのでなく，Tr は TM が 1～5 年で最少となり，それより小さい TM では Tr が増大

する現象が見られた。この原因やその地震サイクルへの影響評価については今後検討を

要する。 

 大地震後の余効変動について，摩擦構成則に従う余効滑りと地震時の滑り及び余効滑

りによるマントルの粘弾性応力緩和の双方を考慮した余効変動モデルを構築した（京都

大学理学研究科［課題番号：1803］）。このモデルでは地震時の応力変化によって粘弾

性緩和と余効滑りが駆動され，余効滑りの時間発展は速度・状態依存摩擦構成則に従う

と仮定している。従ってこのモデルのパラメータは摩擦パラメータやマントルの粘性率

等であり，初期条件は地震時の滑り分布で決まる。これらのパラメータの推定手法につ

いて検討するために，東北沖地震の余効変動にこのモデルを適用し，パラメータと初期

条件が余効変動に与える影響について調査した（図 7）。地震時の滑り分布によっては，

モデルが観測された上下変動を説明できないことや，摩擦パラメータの推定値が地震時

滑り分布によって異なることが明らかになり，余効変動の観測データから余効滑り域の

摩擦パラメータを推定する際には，地震時の滑り分布も同時推定する必要があることが

わかった。 

 

2．地震・火山噴火の予測のための研究  

（2） モニタリングによる地震活動予測  

ア．プレート境界滑りの時空間発展  

（日本海溝・千島海溝）  

地殻変動速度場をブロックの剛体回転運動とブロック境界における固着と滑りによ

る弾性変形の和でモデル化するブロック断層モデルを時間変化も含めて解析できるよ

うに拡張し，東北沖地震前の日本列島の地殻変動の解析を行った（図 8）（国土地理院

［課題番号：6003］）。その結果，2003 年の十勝沖地震の余効滑りや 2005 年宮城県沖

の地震後の 2006 年に宮城県沖合の滑り欠損が小さくなる様子が捉えられた。また 2008

年の茨城県沖，福島県沖の地震後の余効変動のために，2008 年以降，茨城県沖，福島県

沖でのプレート境界の滑り欠損が小さくなっていることが推定された。 

相似地震カタログを用いた固着状態の時空間変化の推定は，日本列島の様々な地域で

行われているが，本稿では日本海溝・千島海溝沿いと南西諸島海溝沿いの結果について

記す（東京大学地震研究所［課題番号：1510］，鹿児島大学［課題番号：2301］）。 

 Brownian Passage Time（BPT）分布更新過程から拡張した時空間更新過程モデル

（Nomura et al., 2017）を用いて，2011 年東北沖地震までの太平洋プレート境界にお

ける準静的滑りの時空間的変化が推定された（東京大学地震研究所［課題番号：1510］）。

その結果，十勝沖～釧路沖において 2003 年十勝沖地震後の滑り速度が長期にわたって

以前より高い水準にあること，三陸はるか沖地震の余効滑りの減衰期間が深さにより異

なること，三陸沖や福島沖では間欠的に M6 クラスの地震や群発地震に伴う滑り加速が
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見られることなどが考察された。さらに，GPS インバージョンによる同地域の滑り欠損

速度分布（Hashimoto et al., 2012, Ozawa et al., 2004）の推定結果と比較を行い，

推定された滑り量のスケールに差があるものの，全体的に同じ傾向が捉えられているこ

とを示した。 

 

（相模トラフ）  

 房総沖 SSE 領域において，水圧計のデータ解析を進めた（図 9）（東京大学地震研究

所［課題番号：1503］, Sato et al., 2016）。水圧計の時系列を線形成分（機器トレ

ンドと地殻の永年変動に対応），1 年と半年周期の周期成分（地殻の年周変動に対応），

対数成分（2011 年東北沖地震の余効変動に対応），ギャップ成分（スロースリップによ

る変動に対応）の４つの成分からなる関数をフィッティングすることにより，水圧計に

よる海底の上下変動は，深さに換算して約 1 cm の精度で観測できることが示された。

2013 年 12 月から 2014 年 1 月の房総沖 SSE に近い観測点（KAP3）で 2 cm を超える有意

な隆起が認められ，SSE から遠い観測点（BOSO2）では有意な隆起はなかったことがわか

った。 

  

（南海トラフ）  

 東海地方で 2013 年頃からはじまったと言われる長期的 SSE に関して，Fukuda et al. 

(2008)によって開発された改良型時間発展インバージョンを用いた解析を実施した（図

10）（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。2013〜2015 年の最大積算滑り量は約

6.5cm，長期的 SSE に解放されたモーメント (図 10a 赤色矩形領域)は約 Mw6.5 相当と推

定された。また，この領域での解放モーメントの時間発展（図 10b 赤線）には，急激に

加速した期間が２回見られ，2014 年１月と 2015 年４月の短期的 SSE の発生に対応して

おり，長期的 SSE と短期的 SSE の両方の滑り分布の推定に成功した。長期的 SSE の滑り

の中心付近での解放モーメントの時間変化は，短期的 SSE の発生領域での解放モーメン

トにかかわらずほぼ一定であることがわかった(図 10b)。また，本研究で推定された結

果から，短期的 SSE による滑りの加速に伴って低周波微動（LFT）の発生が誘発された

ことが示唆される。 

 深部低周波微動の輻射エネルギーを定量的に評価する目的で新たな手法を開発し，西

南日本における時空間分布などの微動活動全体像に関する評価を行なった（図 11）（東

京大学地震研究所［課題番号：1509］，Annoura et al., 2016）。その結果，微動エネ

ルギーレートは豊後水道域で 2010 年と 2014 年に定常時に比べて値が 2～3 倍程度に増

加しており，豊後水道長期的 SSE の発生に伴う応力擾乱の影響を定量的に明らかにした。

また，微動エネルギーレートとプレートの沈み込み速度を沈み込むフィリピン海プレー

トの走向方向で比較すると，いずれも紀伊水道を境とした西側の四国で高く，東側の紀

伊半島，東海地方で低いという対応関係を見出した。一つの解釈としては，プレート沈

み込み速度が速い地域ではプレート境界でより多くひずみが蓄積し，微動活動も活発と

なることが考えられる。 
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 2016 年 4 月 1 日に発生した三重県南東沖の地震(Mw6.0)は，南海トラフ巨大地震想定

震源域内で発生した海溝型地震で，この地震の地震像や周囲への影響に関する研究が行

われた（防災科学技術研究所［課題番号：3002］，海洋研究開発機構［課題番号：4002］）。

熊野灘の海底掘削孔 C0010 の孔内計測装置を DONET への接続を行いリアルタイム計測を

開始したことにより，この地震に伴い発生した SSE に対応した孔内間隙水圧の変動がリ

アルタイムに観測できるようになった（海洋研究開発機構［課題番号：4002］）。DONET

のデータの解析によると，この地震の余震群や超低周波地震は本震の発生域とは空間的

に離れた場所で発生しており，深部側と浅部側双方にひずみが伝播したことが示唆され

るとともに，SSE は周辺で発生した超低周波地震の活動を伴うことがわかった。 

 

（南西諸島海溝）  

 日向灘から奄美大島にかけてのフィリピン海プレートの沈み込みプレート境界にお

いて，相似地震から準静的滑り速度を求めた（図 12）（鹿児島大学［課題番号：2301］）。

解析対象領域・解析期間中に発生した M6.5 以上のプレート境界型地震 4 個のうち，3 個

について地震発生の少し前から準静的滑り速度の増加が認められたが，2009 年 10 月 30

日の M6.8 の地震については，同様の変化は認められない。地震発生後は 4 ケースとも

に相似地震発生数が減少し，準静的滑り速度も遅くなっている。規模の大きな地震の発

生前後における準静的滑り速度の時間変化が示唆されたが，さらに観測事例を増やして

いく必要がある。また，M6.5 以上の地震発生前後を除くと準静的滑り速度は大きな時間

変化はなく安定していたが，2015 年頃から半数以上の小領域で準静的滑り速度が増加す

る傾向を示しており，注目すべき変化である。 

 

（断層摩擦パラメータのデータ同化）  

 過去に発生した房総 SSE のメカニズムの理解に向けて，GNSS データから推定された

SSE 発生時の滑りや応力の時空間発展を速度・状態依存摩擦構成則に基づいてモデル化

した（東京大学地震研究所［課題番号：1503］）。1996 年の SSE の滑りの推定結果に基

づきプレート境界面上における応力の時空間変化を計算し，速度・状態依存摩擦構成則

の式において，滑り速度をインバージョン解析からの推定値に固定し，摩擦パラメータ

L, a×σ, (b-a) ×σ（σは有効法線応力）及び状態変数の初期条件を未知パラメータ

と仮定した。この仮定の下で摩擦構成則の式を数値的に計算し，インバージョン解析か

ら求められた応力の時空間変化を再現できるような未知パラメータを推定した結果を

図 13 に示す。応力の時空間変化は速度・状態依存摩擦構成則で良く説明でき，SSE 発生

域における臨界断層長（半径）は 30～50 km 程度と見積もられた。GNSS データから推定

された SSE の滑り域の半径は臨界半径と同程度かそれよりもやや小さく，SSE の発生が

条件付安定の摩擦特性に支配されていることが示唆された。 

 

(3) 先行現象に基づく地震活動予測  

地震活動の時間変化をモニタリングし，超巨大地震の先行現象を検知する手法を開発

ために，ISCの地震カタログから実体波マグニチュード5.0以上，深さ60 km以浅の地震を
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選択し，Zhuang et al. (2002)の方法でデクラスタリング処理した後，ZMAPで地震活動

の長期変化を解析した（北海道大学［課題番号：1002］）。2001年ペルー巨大地震（Mw8.4）

と2010年チリ巨大地震（Mw8.8）震源域近傍での地震活動を解析したところ，ペルーでは，

11年間の静穏化が発生しその直後に巨大地震が発生したことと，チリでは約13.8年間の

静穏化の後，5.8年間は通常の地震活動に戻った後，巨大地震の発生に至ったことが分か

った（図14）。これまでの静穏化の結果を総合すると，Mw8.8以上の地震は，静穏化が10

年程度続いたのち，地震活動が復活して10年程度経過すると巨大地震が発生することが

分かった。上記の静穏化は1952年カムチャツカ，1957年アリューシャン，1962年アラス

カ，2004年スマトラ，2011年東北沖でも見られた。また，M8クラスの巨大地震にも10年

程度の静穏化が起こる場合があり，1994年北海道東方沖や2003年十勝沖のように静穏化

直後に巨大地震が発生した。 

 

4．研究を推進するための体制の整備  

(2) 研究基盤の開発・整備  

ウ．観測・解析技術の開発  

（海域観測機器） 

 東北沖地震の最大滑り域付近の日本海溝において，3 回目の海底間音響測距観測を

2015 年から実施した（東北大学［課題番号：1210］）。今回の観測機器は，従来の機器

に比べて (1)ユニバーサルジョイントを廃止し姿勢の安定性を重視した脚形状，(2)音

響コマンドで観測頻度の設定変更や計測データの随時吸い上げが可能，(3)高精度な外

付け圧力・温度センサー搭載，という点で改良が加えられている。設置した 5 台のうち

2 台を回収し，ほぼ１年間の連続データを得ることに成功した。データの補正を行うこ

とにより，最終的にばらつきで±1～2 cm，1 年間の変位速度で±2 cm/yr の精度で計測

できる見込みがたった。また，開発した大深度型の圧力計は水深 7000 m を超える海溝

軸付近でも正常に動作しており，定期的な入れ替えにより圧力と温度の時系列データを

取り続けている。 

 ケーブル式海域観測網の高度化に関して，復旧した既設の三陸沖海底光ケーブル式地

震津波観測システムおよび 2015 年に設置した新規海底光ケーブル式地震津波観測シス

テム（OBCST システム）の併行観測を実施し，OBCST システムで得られたデータ特性の

評価を地震学的雑微動スペクトルにより行った（東京大学地震研究所［課題番号：1521］）。

その結果，OBCST システムにおけるノイズは，2 Hz より高い帯域および 10 秒よりも長

い帯域で十分に低く，海底における典型的なノイズレベルとほぼ同じであるり，1996 年

に設置された既設システムともほぼ同レベルであった。埋設された観測ノード（YOB1）

については，他の観測ノードよりも低い雑微動レベルであり，地震計の埋設がノイズ軽

減に有効であることが確かめられた。 

 

(6) 国際共同研究・国際協力  

 2014 年 5 月 10 日から 2015 年 6 月にかけて，ニュージーランド（NZ）北島ギズボーン

沖合にて日・NZ・米 3 か国共同で行った大規模海域地球物理観測 HOBITSS（Hikurangi 
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Ocean Bottom Investigation of Tremor and Slow Slip）では，海底地震計 5 台，海底

地震・圧力計 10 台，海底圧力計 17 台を設置し，全台の回収に成功した（東京大学地震

研究所［課題番号：1524］）。2014 年 9 月から 10 月にかけて観測網直下において，こ

れまでに観測されている中で 2 番目に大きい規模の SSE が発生し，この期間の海底圧力

計のデータを調べたところ，SSE に伴う 1.5～5.4 cm の海底上昇を記録していることが

わかった。この海底上昇は陸上の GNSS 観測網における変化よりも数日前から開始して

おり，SSE の滑りはプレート境界の浅部から深部へと進行したことが示唆される。最大

の隆起量は，海岸線よりも 30 km 沖合の圧力計で記録され，その大きさは 5.4 cm であ

った。海溝軸から 5～10 km の圧力計でも 1.5～2 cm の隆起が認められており，SSE によ

る断層すべりはほぼ海溝軸まで達したことを示唆している（図 15）（Wallace et al., 

2016）。また，SSE に伴う断層すべりについて，反射法地震波構造調査によって得られ

ているプレート境界の形状と比較すると，沈み込んだ海山を避けるように分布している

ことがわかった。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 今期の本部会の成果の中でも特筆すべき点として，海底観測技術の進展により陸域観

測だけでは難しかった沖合の固着と滑りが検出できるようになった点が挙げられる。本

観測研究計画の 3 年目である平成 28 年度においても，GNSS 音響測距結合方式地殻変動

観測により，南海トラフや日本海溝沿いにおいて地殻変動速度場が明らかになり，それ

ぞれ固着分布の不均質や余効変動メカニズムの多様性についての研究が進められてい

る。また，海底水圧計を用いた地殻変動観測により，房総半島沖やニュージーランドに

おいて SSE に伴う地殻変動が検出された。ニュージーランドにおいては，SSE の滑り領

域が海溝軸まで達していることが初めて明らかになり，房総半島沖の解析結果からは，

様々なノイズを含む観測データから SSE に関連するシグナルを抽出するために，解析手

法を工夫することの重要性も示された。また，従来は難しかった海溝軸近傍の深海域に

おける観測に関する技術開発も進められており，海底間音響測距や水圧計，広帯域地震

計において，長期的な観測を行う実証実験段階に入りつつある。 

 相似地震を用いたプレート境界での滑りのモニタリングからは，過去に発生した大地

震の前後にプレート間固着状態が大きく変化したことが明らかになり，地下構造の研究

からは，プレート境界面及びその近傍における間隙圧などの物理化学状態によってプレ

ート間滑り特性がある程度規程されている可能性が高いことも明らかになってきた。数

値シミュレーションを用いた地震発生予測を試行するために重要である断層摩擦パラ

メータの推定についても，海底掘削による実際の試料を用いた摩擦実験や測地データの

データ同化による成果が挙がっている。以上のことから，本計画は概ね計画通りに着実

に成果を挙げてきたといえる。 

 Obara and Kato(2016)は，スロー地震が巨大地震に対して果す役割を（1）Analog（類

似現象），（2）Stress meter（応力状態を反映するインジケーター），(3)Stress transfer

（周囲への応力載荷）という３つの点に整理した。中南米では近年，SSE によって載荷

された応力によりトリガーされた大地震の報告例が相次いでいることや，スロー地震の
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活動様式や発生原因の解明は未だに十分でないことから，今後もスロー地震の活動を継

続的にモニタリングして発生機構の解明を進めることが，巨大地震の発生過程に関する

理解の進展にも繋がることが期待される。これらスロー地震研究を中心としたプレート

間滑りのモニタリングの高度化と，シミュレーションや実験を中心とした断層摩擦特性

の理解を両輪として，地震発生予測に向けた研究を今後も続けていくことが重要である。 

 また，社会に貢献するという本計画の目標に関して，史料や地質データに基づく日本

海溝・千島海溝における大規模地震に関して得られた知見は，地震本部が行う海溝型地

震の長期評価の基礎データとして取り入れられつつあり，一定の貢献が行われている。

一方，課題であった災害誘因の予測研究に向けた他部会・総合研究グループとの連携に

ついては，各課題レベルでの連携が行われている。今後は，部会としての有効な連携の

方向性について他部会・総合研究グループ及び戦略室と議論を行なっていくことが重要

であろう。 
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図１． 13世紀頃に発生した日本海東縁の地震の津波伝搬図（北海道立総合研究機構地質研究所

［課題番号：9101］）。奥尻島から青森県西方沖に至る領域においた震源断層モデルを用いて計

算した津波の3分，6分，9分後の津波伝播図。 

 

 

図 2．日本海溝近傍における 2011 年東北沖地震後の地殻変動（東京大学地震研究所［課題番号：

1503］）。A：変位速度ベクトル。Iinuma et al. (2012)による本震時すべりの等値線（20m と

50m）とともに示す。B:変位速度の海溝と直交する成分の南北変化。Sun et al. (2014)による粘

弾性緩和変形モデル（青），粘性係数を小さくしたモデル（赤），粘弾性緩和に加えてプレー
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ト境界全面での 100%固着を仮定した場合（緑），のそれぞれにおける変位速度の計算値をあわ

せて示す。 

 

 

図 3. 熊野灘〜南海トラフ軸での海底地殻変動観測結果（名古屋大学［課題番号：1703］）。 

 

 

図 4. 陸上及び海底の地殻変動データから推定された南海トラフ沿いプレート境界面における

滑り欠損分布（海上保安庁［課題番号：8001］）。 
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図 5. 甲賀‐南伊勢測線における地震波減衰構造（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。 

(a)丸印及び青色十印は，それぞれ観測期間中の気象庁一元化処理による通常の震源と低周波地

震の震央を表す。（b）測線下の Qp 鉛直断面図。赤丸は，減衰構造の推定に使用した地震の震

源を示す。黒縁丸印は，本研究で使用した地震波形データの検測値を用いて再決定した地震の

震源を示す。2000 年 1 月 1 日から 2015 年 5 月 25 日までの気象庁一元化処理震源の検測値を用

いて再決定した通常の地震の震源を赤縁丸印，低周波地震の震源を十印で示す。波線は，Iwasaki 

et al.（2008）によって示された測線下の速度境界面を示す。PHS: フィリピン海プレート， MTL：

中央構造線。 
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図 6． 2012 年 12 月 7 日にアウターライズ域で発生したスラブ内ダブレット地震の震源モデル

（東北大学［課題番号：1201］）。 

(a)震源断層モデルから期待される初期海面高分布。(b)正断層型サブイベントの断層モデル。

(c)逆断層型サブイベント。(d)(a)から計算された津波波形と観測波形の比較。(a)内の逆三角

が海底圧力計の観測点。(b)と(c)には，Obana et al. (2015)による余震分布（灰色）と各サブ

イベントの GCMT 解（赤と青）と遠地 P 波波形の最初 15 秒部分だけで逆断層型サブイベントの

CMT 解を求めた結果（灰色）を示す。(d)に示した津波波形は，黒が観測波形，赤が計算波形。 
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図 7. 東北地方太平洋沖地震の余効変動モデルの計算値における地震時滑り分布依存性（京都

大学理学研究科［課題番号：1803］）。複数の異なる地震時滑り分布を初期条件として余効変

動の計算値と観測データの比較を行なった。海溝軸に直交し，宮城県沖を通る直線上における

計算値と観測値を示す。(a) 入力として用いた地震時すべり分布。黒線は実データのインバー

ジョン解析から推定された滑り分布（Hooper et al., 2013）。他の滑り分布は人工的に作成し

たものである。(b)， (c) GEONET の GNSSデータ及び GPS/Acoustic データ（Watanabe et al., 2014）

による余効変動の観測値（黒丸）及び(a)に示された地震時滑り分布に対するモデル計算値（実

線，余効滑りと粘弾性緩和による変位の和）。(b)， (c)はそれぞれ海溝軸に直交する方向の水

平変位と上下変位を示す。 
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図 8. 千島海溝・日本海溝沿いプレート境界面における滑り欠損及び滑り速度分布の時間変化

（国土地理院［課題番号：6003］）。 

 

図 9． 房総沖海底水圧計データの解析結果（東京大学地震研究所［課題番号：1503］，Sato et 

al., 2016）。(a)，(b)観測された圧力（赤）と温度（青）。(c)，（ｄ）潮汐成分と温度相関

線分を除いたもの（赤）。黒線は 7 日間の移動平均。(e)，(f)フィッティング結果。赤線は 7

日間移動平均，青線は最適なフィッティング曲線，オレンジ線は線形成分と対数成分，緑線は

年周成分。黒線は 7 日間移動平均から線形，対数，年周成分を引いたもの。スロースリップ発

(g) 
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生時（グレー部分）KAP3 に変動がみられる。(g)観測点配置図。赤丸が観測点，オレンジ円は房

総スロースリップのすべり領域。 

 

 

図 10. 東海地方における SSEの時空間変化の推定結果（東京大学地震研究所［課題番号：1509］）。

(a)プレート境界面における 2013 年１月１日から 2015 年 12 月 31 日の積算すべり分布と LFT の

震央分布。(b) (a)の赤色，桃色，青色の領域における解放モーメントの時間変化。 

Episode 1，Episode 2 はそれぞれ 2014 年１月と 2015 年４月に発生した短期的 SSE の期間を示

す。 

 

 

(a) 

(b) 
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図 11. 南海トラフ沿いの深部低周波微動の累積エネルギーの推定と考察結果（東京大学地震研

究所［課題番号：1509］，Annoura et al., 2016）。 (a) 11 年間(2004 年 4 月～2015 年 3 月)

に発生した微動による累積エネルギーの空間分布。(b) 沈み込み帯の走向方向に対するエネル

ギー量のプロファイル。(c) フィリピン海プレートの走向方向に対する微動エネルギーレート

とプレート沈み込み速度 [Heki and Miyazaki, 2001] の比較。 

 

 

 

図 12. 日向灘から奄美大島にかけての小領域ごとの準静的すべり速度の時間変化（鹿児島大学

［課題番号：2301］）。左図が領域区分，右図が領域ごとの準静的すべり速度の時間変化を示

す。図中の横太線，縦太線はそれぞれ，全期間のデータを用いた当該領域の準静的すべり速度，

M6.5 以上の地震発生時である。 
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図 13．房総 SSE におけるすべりの時空間変化から推定される断層摩擦パラメータ（東京大学地

震研究所［課題番号：1509］）。  (a) 1996 年に発生した房総 SSE のすべり分布。(b) (a)に示

したプレート境界面上の 2 点 A，B における剪断応力とすべり速度の関係。青線はインバージョ

ン解析，赤線は摩擦構成則に基づくモデルによる応力とすべり速度の関係を示す。(c) 推定さ

れたパラメータの分布。 

 

 

 

図14．巨大地震と地震活動静穏化の関係（北海道大学［課題番号：1002］）。左）2001年ペルー

巨大地震前の静穏化。右）2010年チリ巨大地震前の静穏化。上）巨大地震のすべり域とM5以上の

地震活動。中）それらの地震の時空間分布。灰色が静穏化の期間。下）地震数積算とZ値の時間

変化。 
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図15. ニュージランド・ヒクランギ沈み込み帯における海底圧力計による海底上下変動成分と陸

域GPS観測による水平動成分を用いたインバージョン解析で得られた，2014年9〜10月に発生した

SSEにおけるプレート境界断層すべり量分布（東京大学地震研究所［課題番号：1524］）。 


